
平成１８年３月期    個別財務諸表の概要
平成１８年５月８日

  株式会社 エヌジェーケー 上場取引所　東

　９７４８ 本社所在都道府県　東京都
( Ｕ Ｒ Ｌ

代表取締役社長 氏　名 谷　　村　　直　　志

管理本部　経理部長 氏　名 長 谷 川　　　　　正
ＴＥＬ （０３）－５７２２－５７００

　平成１８年 ５月 　８日 有

　平成１８年 ６月 ３０日 平成１８年 ６月 ２９日

　有（１単元 1,000株）

（1）経営成績 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

１８年３月期

１７年３月期

１８年３月期

１７年３月期

（注）　①期中平均株式数 　　１８年３月期　14,177,409 株 　　１７年３月期　14,536,256 株

　　　　②会計処理の方法の変更 　有

　　　　③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率を記載しております。

（2）配当状況

円 　銭 　

１８年３月期 10 　00　　
１７年３月期     10 　00　　

（3）財政状態

１８年３月期

１７年３月期

（注）　①期末発行済株式数 １８年３月期　14,150,645 株 １７年３月期　14,305,189 株

　　　　②期末自己株式数 １８年３月期　 1,189,384 株 １７年３月期　 1,034,840 株

百万円 
中 間 期 6,100　　　
通 期 13,600　　　
（参考）1株当たり予想当期純利益（通期）   28 円　27 銭

※業績予想につきましては発表日現在のデータに基づき作成したものであり、予想につきましては様々な不確定要素が内在して

　おりますので、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事項は添付資料５－７

　ページをご参照ください。

円 　銭 　

140　　　 80　　　 0 　00　　 － 　－ 　　　 － 　－　　

百万円 百万円 円 　銭 　 円 　銭  　

10 　00　　730　　　 400　　　 － 　－　　 　10 　00 　　

上 場 会 社 名

コ ー ド 番 号

 http://www.njk.co.jp/ ）
代 表 者 役 職 名

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後 株 主 資 本
当期純利益率１株当たり当期純利益

12,866　　　（△ 0.9）　 127　　　（　24.1）　 283　　　（　29.4）　

役 職 名

百万円　　　　　％　

13,331　　　（　 3.6）　 437　　　（ 241.7）　 661　　　（ 133.2）　

問 合 せ 先 責 任 者

中 間 配 当 制 度 の 有 無

定 時 株 主 総 会 開 催 日

決 算 取 締 役 会 開 催 日

売 　上　 高

総　資　本
経常利益率

売  上  高
経常利益率

円 　銭 　 円 　銭 　

配 当 金 支 払 開 始 予 定 日

単 元 株 制 度 採 用 の 有 無

百万円　　　　　％　 ％　

１．１８年３月期の業績　（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

営業利益 経常利益

百万円　　　　　％　 百万円　　　　　％　

493　　　（ 391.1）　 34 　12　　

％　 ％　

33 　91　　 5.1　　 4.4　　 5.0　　

％　　

29.3 　　　

2.2　　100　　　（ 261.0）　 6 　92　　 6 　90　　 1.0　　 1.9　　

配当金総額
（年　　間）

配当性向 株主資本配当率
１株当たり年間配当金

中  間 期  末

143 　　　 144.6 　　  1.5　　　

円 　銭 　 円 　銭 　

0 　00　　 10 　00　　

百万円　

141 　　　

％ 　　

総　資　産 株　主　資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

1.4　　　
0 　00　　 10 　00　　

百万円 　　 百万円 　　 ％ 　　　　 円 　銭 　　　

15,089　　　　　 9,776　　　　　 64.8 　　　　　

経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

15,149　　　　　 9,740　　　　　 64.3 　　　　　
690 　19　　　　
680 　93　　　　

期  末

２．１９年３月期の業績予想　（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

売 上 高
中  間

－36－



１．個 別 財 務 諸 表 等

（単位：千円）

期　　別 

 科　　目

％ ％ 

Ⅰ．流　動　資　産 8,600,977 56.8 8,094,494 53.6 △ 506,483

1. 1,940,094 1,538,076 △ 402,017

2. 75,870 100,372 24,501

3. *1 2,327,650 2,830,556 502,905

4. 3,460,926 2,909,892 △ 551,033

5. 27,109 40,092 12,982

6. 629 617 △ 12

7. 2,739 3,549 809

8. 367,132 253,693 △ 113,439

9. 8,722 12,819 4,097

10. 244 301 56

11. 96,371 91,941 △ 4,429

12. 217,327 248,219 30,892

13. 68,963 44,292 △ 24,671

14. 14,514 29,759 15,245

△ 7,320 △ 9,690 △ 2,370

Ⅱ．固　定　資　産 6,548,258 43.2 6,994,701 46.4 446,442

1. 1,871,443 12.4 1,617,128 10.7 △ 254,315

(1) 建 物 *2,3 795,997 637,535 △ 158,461

(2) 構 築 物 *2 10,799 9,596 △ 1,203

(3) 工 具 器 具 及 び 備 品 *2 27,526 21,551 △ 5,974

(4) 土 地 *3,4 1,037,120 948,444 △ 88,675

2. 233,945 1.5 233,848 1.6 △ 97

(1) 特 許 権 2,805 6,420 3,615

(2) 借 地 権 20,003 20,003 -

(3) 商 標 権 443 277 △ 165

(4) ソ フ ト ウ ェ ア 183,761 191,653 7,892

(5) 電 話 加 入 権 21,690 10,982 △ 10,708

(6) 施 設 利 用 権 5,241 4,509 △ 731

3. 4,442,869 29.3 5,143,724 34.1 700,855

(1) 投 資 有 価 証 券 2,013,141 2,795,465 782,324

(2) 関 係 会 社 株 式 1,164,500 1,454,220 289,720

(3) 長 期 滞 留 債 権 79,229 79,129 △ 100

(4) 長 期 前 払 費 用 30,159 35,677 5,517

(5) 繰 延 税 金 資 産 249,552 96,226 △ 153,326

(6) 再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 資 産 *4 438,105 - △ 438,105

(7) 敷 金 及 び 保 証 金 370,523 313,921 △ 56,601

(8) 積 立 保 険 料 423,027 424,523 1,495

(9) そ の 他 35,084 34,735 △ 349

貸 倒 引 当 金 △ 95,955 △ 90,175 5,780

関 係 会 社 株 式 評 価 引 当 金 △ 264,500 - 264,500

15,149,235 100.0 15,089,195 100.0 △ 60,040

対前期増減比較

金　　　額構成比構成比 金　　　額

売 掛 金

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

有 価 証 券

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

製 品

原 材 料

前 払 費 用

前 渡 金

仕 掛 品

貯 蔵 品

貸 倒 引 当 金

前　事　業　年　度

金　　　額

当　事　業　年　度

（平成18年３月31日）

商 品

貸　　借　　対　　照　　表

（平成17年３月31日）

（資　　産　　の　　部）

資 産 合 計
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（単位：千円）

期　　別 

 科　　目

％ ％ 

Ⅰ．流　動　負　債 3,508,033 23.2 4,338,571 28.7 830,538

1. *1 904,521 890,298 △ 14,222

2. *3 1,437,600 2,205,600 768,000

3. *1 234,570 174,535 △ 60,035

4. 98,993 108,942 9,949

5. 206,548 235,084 28,536

6. 108,582 119,715 11,132

7. 467,263 532,655 65,391

8. 5,969 27,482 21,512

9. 26,157 27,242 1,084

10. *1 17,825 17,015 △ 809

Ⅱ．固　定　負　債 1,900,366 12.5 974,027 6.5 △ 926,339

1. *3 870,200 44,600 △ 825,600

2. *4 - 23,462 23,462

3. 827,096 820,381 △ 6,714

4. 51,909 57,766 5,856

5. 8,174 11,510 3,336

6. 126,600 - △ 126,600

7. 16,387 16,307 △ 80

5,408,399 35.7 5,312,599 35.2 △ 95,800

Ⅰ． *5 4,222,425 27.9 4,222,425 28.0 -

Ⅱ． 3,505,591 23.1 3,505,591 23.2 -

3,505,591 3,505,591 -

Ⅲ． 2,910,293 19.2 3,125,586 20.7 215,292

1. 152,330 152,330 -

2. 2,602,533 2,575,848 △ 26,685

(1) プ ロ グ ラ ム 等 準 備 金 192,533 165,848 △ 26,685

(2) 別 途 積 立 金 2,410,000 2,410,000 -

3. 155,429 397,407 241,977

Ⅳ． *4 △ 638,585 △4.2 △ 966,588 △6.4 △ 328,002

Ⅴ． 120,335 0.8 331,586 2.2 211,251

Ⅵ． *6 △ 379,224 △2.5 △ 442,005 △2.9 △ 62,780

9,740,836 64.3 9,776,596 64.8 35,760

15,149,235 100.0 15,089,195 100.0 △ 60,040

預 り 保 証 金

任 意 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

自 己 株 式

利 益 準 備 金

資 本 準 備 金

資 本 剰 余 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 金 引 当 金

執 行 役 員 退 職 慰 労 金 引 当 金

関 係 会 社 債 務 保 証 損 失 引 当 金

金　　　額

対前期増減比較

貸　　借　　対　　照　　表

当　事　業　年　度

金　　　額構成比

資 本 合 計

土 地 再 評 価 差 額 金

利 益 剰 余 金

未 払 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

買 掛 金

短 期 借 入 金

（負　　債　　の　　部）

（資　　本　　の　　部）

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

負 債 合 計

未 払 消 費 税 等

未 払 賞 与

前 受 金

預 り 金

そ の 他

長 期 借 入 金

（平成18年３月31日）（平成17年３月31日）

負 債 ・ 資 本 合 計

金　　　額

前　事　業　年　度

資 本 金

構成比

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債
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（単位：千円）

期　　別 

 科　　目
％ ％

Ⅰ． 売　　　上　　　高 12,866,669 100.0 13,331,345 100.0 464,675

1. 10,247,565 10,485,896 238,331

2. 2,172,667 2,452,280 279,613

3. 398,942 337,706 △ 61,235

4. 47,495 55,461 7,966

Ⅱ． 売 　上　 原　 価 10,343,566 80.4 10,542,403 79.1 198,837

1. 8,260,451 8,248,285 △ 12,165

2. 1,844,665 2,112,599 267,934

3. 205,078 150,602 △ 54,475

4. 33,371 30,915 △ 2,455

2,523,103 19.6 2,788,941 20.9 265,837

Ⅲ． 販売費及び一般管理費 *1,2 2,395,133 18.6 2,351,665 17.6 △ 43,468

127,970 1.0 437,275 3.3 309,305

Ⅳ． 営　業　外　収　益 193,457 1.5 269,905 2.0 76,447

1. 8,914 11,017 2,103

2. 29,541 73,263 43,722

3. 3,930 12,899 8,969

4. *4 52,266 51,622 △ 643

5. 69,471 92,561 23,089

6. 12,262 8,343 △ 3,919

7. 17,072 20,197 3,125

Ⅴ． 営　業　外　費　用 37,642 0.3 45,438 0.3 7,796

1. 31,207 27,863 △ 3,344

2. - 14,573 14,573

3. 6,434 3,001 △ 3,432

283,786 2.2 661,742 5.0 377,956

Ⅵ． 特　 別　 利　 益 85,432 0.7 331,654 2.5 246,222

1. 1,590 3,410 1,820

2. 48,879 - △ 48,879

3. 34,962 - △ 34,962

4. - 126,600 126,600

5. - 139,277 139,277

6. - 59,792 59,792

7. - 2,575 2,575

Ⅶ． 特　 別　 損　 失 160,664 1.3 216,932 1.7 56,267

1. 627 66 △ 560

2. *3 2,072 736 △ 1,335

3. - 2,793 2,793

4. - 9,314 9,314

5. - 203,819 203,819

6. 36,200 - △ 36,200

7. 103,472 - △ 103,472

8. 18,000 - △ 18,000

9. 291 201 △ 90

208,554 1.6 776,464 5.8 567,910

215,012 1.6 305,291 2.3 90,279

△ 106,982 △ 0.8 △ 22,495 △ 0.2 84,486

100,523 0.8 493,668 3.7 393,145

54,905 39,063 △ 15,842

- 1,759 1,759

- 133,564 133,564

155,429 397,407 241,977

遊 休 資 産 管 理 費 用

ソ フ ト ウ ェ ア 廃 棄 損

そ の 他 の 特 別 損 失

特 定 金 外 信 託 償 還 益

電 話 加 入 権 売 却 損

関係会社株式評価引当金繰入額

減 損 損 失

そ の 他 の 特 別 利 益

た な 卸 資 産 廃 棄 損

有 形 固 定 資 産 廃 棄 損

関係会社債務保証損失引当金繰入額

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

関係会社債務保証損失引当金戻入益

関 係 会 社 有 償 減 資 払 戻 益

適 格 退 職 年 金 制 度 終 了 益

雑 損 失

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

経 常 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

賃 貸 収 入

雑 収 入

支 払 利 息

受 取 利 息

有 価 証 券 利 息

収 益 分 配 金

受 取 配 当 金

そ の 他 売 上 原 価

ソ フ ト ウ ェ ア 売 上 原 価

営 業 利 益

売 上 総 利 益

Ｏ Ａ 機 器 売 上 原 価

パ ッ ケ ー ジ ソ フ ト 売 上 原 価

ソ フ ト ウ ェ ア 売 上 高

Ｏ Ａ 機 器 売 上 高

損　　益　　計　　算　　書

前　事　業　年　度

自 平 成 16 年 ４ 月 １ 日

至 平 成 17 年 ３ 月 31 日 )

当　事　業　年　度

(
自 平 成 17 年 ４ 月 １ 日

)至 平 成 18 年 ３ 月 31 日(

パ ッ ケ ー ジ ソ フ ト 売 上 高

そ の 他 売 上 高

百分比金　　 額 金　　　額

対前期増減比較

金 　　額

当 期 未 処 分 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

自 己 株 式 処 分 差 損

百分比

－39－



（単位：千円）

期　　別 

 科　　目

Ⅰ． 当 期 未 処 分 利 益 155,429 397,407 241,977

Ⅱ． 任 意 積 立 金 取 崩 額

26,685 35,996 9,311

182,115 433,404 251,289

Ⅲ． 利　益　処　分　額

　1. 143,051 141,506 △ 1,545

（ 普 通 配 当 10 円  ） （ 普 通 配 当 10 円  ）

　2. - 10,000 10,000

（ -  ） （ 1,100  ） 1,100

143,051 151,506 8,454

Ⅳ． 次　期　繰　越　利　益 39,063 281,898 242,834

利 益 処 分 額 合 計

合　　　　計

配 当 金

役 員 賞 与 金

（ うち監査役賞与金 ）

利　益　処　分　案

前　事　業　年　度 当　事　業　年　度
対前期増減比較自 平成17年４月１日

）至 平成18年３月31日

金　　　額金　　　額金　　　額

((

（ １ 株 に つ き ）

）
自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日

プログラム等準備金取崩額

－40－



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

　　該当事項はありません。

重要な会計方針

 項　　目

１．有価証券の評価基準及び評価方法 (1) 子会社及び関連会社株式 (1) 子会社及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。 同　　左

(2) その他有価証券 (2) その他有価証券

    ①時価のあるもの     ①時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価 　同　　左

差額は全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）によっておりま

す。

    ②時価のないもの     ②時価のないもの

  移動平均法による原価法によっております｡ 　同　　左

２．たな卸資産の評価基準及び評価方 (1) 商　品 (1) 商　品

法 移動平均法による原価法によっております。 同　　左

(2) 製　品 (2) 製　品

個別法による原価法によっております。 同　　左

(3) 原材料 (3) 原材料

総平均法による原価法によっております。 同　　左

(4) 仕掛品 (4) 仕掛品

個別法による原価法によっております。 同　　左

３．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産

定率法によっております。 同　　左

なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

　　す。

　　建物及び構築物 ３～５０年

　　工具器具及び備品 ２～１５年

(2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産

定額法によっております｡ 同　　左

ただし、市場販売目的のソフトウェアについ

　　ては、見込販売数量に基づく償却額と残存有効

　　期間に基づく均等償却額とを比較し、いずれか

　　大きい金額を計上しております。

また、自社利用のソフトウェアについては、

　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定

　　額法によっております。

４．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金

　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債 同　　左

　　権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

　　等特定の債権については個別に回収可能性を検

　　討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 関係会社株式評価引当金

　　　関係会社株式への投資価値の減少による損失

　　に備えるため、当該関係会社の財政状態等を勘

　　案し個別検討による必要額を計上しておりま

    す｡

自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日

自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日( )( )

期　　別 前　事　業　年　度 当　事　業　年　度
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 項　　目

４．引当金の計上基準 (3) 退職給付引当金 (2) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度 　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

　　末における退職給付債務及び年金資産の見込額 　　末における退職給付債務の見込額に基づき、当

　　に基づき、当事業年度末において発生している 　　事業年度末において発生していると認められる

　　と認められる額を計上しております。 　　額を計上しております。

　　　なお、会計基準変更時差異（ 517,362千円） 　　　なお、会計基準変更時差異（ 517,362千円）

　　については、５年による按分額を費用処理して 　　については、５年による按分額を費用処理し、

　　おります。 　　前事業年度末において全額計上を終了しており

　　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時に 　　ます。

　　おける従業員の平均残存勤務期間内の一定の年 　　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時に

　　数（10年）による定額法により按分した額をそ 　　おける従業員の平均残存勤務期間内の一定の年

　　れぞれ発生の翌事業年度から費用処理すること 　　数（10年）による定額法により按分した額をそ

　　としております。 　　れぞれ発生の翌事業年度から費用処理すること

　　としております。

（追加情報）

　　　当社は、平成17年７月において、適格退職年

　　金制度を確定拠出年金制度に移行し、「退職給

　　付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会

　　計基準適用指針第１号）を適用しております。

　　　本移行に伴う影響額は、59,792千円であり、

　　特別利益に適格退職年金制度終了益として計上

　　しております。

(4) 役員退職慰労金引当金 (3) 役員退職慰労金引当金

　　　役員の退職慰労金の支出に充てるため、当社 同　　左

　　所定の「役員退職慰労金規則」の規定に基づく

　　期末要支給額を計上しております。

(5) 執行役員退職慰労金引当金 (4) 執行役員退職慰労金引当金

　　　執行役員の退職慰労金の支出に充てるため、 　　同　　左

　　当社所定の「執行役員退職慰労金規則」の規定

　　に基づく期末要支給額を計上しております。

(6) 関係会社債務保証損失引当金

　　　関係会社株式への債務保証に係る損失に備え

　　るため、当該関係会社の財政状態等を勘案し個

　　別検討による必要額を計上しております｡

５．リース取引の処理方法 　　リース物件の所有権が借主に移転すると認めら 同　　左

　れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

　ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

　処理によっております。

６．重要なヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　　　金利スワップについては、特例処理の要件 　　　同　　左

　　を満たしているため、特例処理を採用してお

　　ります。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

    ・ヘッジ手段…金利スワップ取引 　　　同　　左

　　・ヘッジ対象…借入金の利息

(3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針

　　　借入金の金利変動リスクを回避する目的で 　　　同　　左

　　金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象

　　の識別は個別契約毎に行っております。

７．その他財務諸表作成のための基本 　消費税等の会計処理 　 消費税等の会計処理

となる重要な事項 　　　税抜き方式によっております。 　　　同　　左

自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日( )

自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日 )

当　事　業　年　度

(

期　　別 前　事　業　年　度
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財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（固定資産の減損に係る会計基準）

　　当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定

　資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

　計審議会　平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る

　会計基準の適用指針」（企業会計審議会　平成15年10月31日

　企業会計基準適用指針第６号）を適用しております。

　　これにより営業利益及び経常利益に与える影響額は軽微で

　あります。税引前当期純利益は 203,819千円減少しておりま

　す。

　　なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規

　則に基づき各資産の金額から直接控除しております。

当　事　業　年　度

( ) (

前　事　業　年　度

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日 )
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追加情報

　（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表

　　示方法）

　　　実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税

　　部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」

　　（企業会計基準委員会　平成16年２月13日）が公表された

　　ことに伴い、当事業年度から同実務対応報告に基づき、法

　　人事業税の付加価値割及び資本割を当期製造費用に22,046

　　千円、販売費及び一般管理費に 17,020千円それぞれ計上

　　しております。

（土地再評価に係る繰延税金の処理）

　　日本公認会計士協会監査委員会報告第70号「その他有価証

　券の評価差額及び固定資産の減損損失に係る税効果会計の適

　用における監査上の取扱い」に基づき、必要な処理を行って

　おります。

　　この結果、当事業年度末の「土地再評価差額金」は従前の

　方法による場合に比べ 328,002千円減少し、「再評価に係る

　繰延税金資産」は同額減少しております。なお、当期純利益

　への影響はありません。

自 平成16年４月１日 自 平成17年４月１日
至 平成17年３月31日 至 平成18年３月31日() )

前　事　業　年　度 当　事　業　年　度

(
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注記事項

（貸借対照表関係）

（ ） （ ）

*1 関係会社に対する主な資産及び負債 *1 関係会社に対する主な資産及び負債

　区分掲記した以外で各科目に含まれているものは次のと 　区分掲記した以外で各科目に含まれているものは次のと

おりであります。 おりであります。

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円

*2 有形固定資産の減価償却累計額 *2 有形固定資産の減価償却累計額

千円 千円

*3 担保提供資産及び担保付債務 *3 担保提供資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。 　担保に供している資産は次のとおりであります。

千円 千円

千円 千円

千円 千円

　担保付債務は次のとおりであります。 　担保付債務は次のとおりであります。

千円 千円

千円 千円

(１年以内返済予定額含む) (１年以内返済予定額含む)

千円 千円

*4 土地再評価 *4 土地再評価

　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布 　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布

法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改 法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改

正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づ 正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づ

き、事業用の土地の再評価を行い、再評価差額から再評価 き、事業用の土地の再評価を行い、再評価差額から再評価

に係る繰延税金資産を控除した金額を「土地再評価差額金」 に係る繰延税金負債を控除した金額を「土地再評価差額金」

として資本の部に計上しております。 として資本の部に計上しております。

　同法律第３条第３項に定める再評価の方法 　同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日 　　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日

　公布政令第 119号）第２条第４号に定める路線価及び路 　公布政令第 119号）第２条第４号に定める路線価及び路

　線価のない土地は、第２条第３号に定める固定資産税評 　線価のない土地は、第２条第３号に定める固定資産税評

　価額に基づき算出しております。 　価額に基づき算出しております。

　　再評価を行った年月日 　　再評価を行った年月日

　　同法律第10条に定める再評価を行った土地の当事業年 　　同法律第10条に定める再評価を行った土地の当事業年

　　度末おける時価と再評価後の帳簿価額との差額 　　度末おける時価と再評価後の帳簿価額との差額

116,564 千円 78,268 千円

*5 株式の状況 *5 株式の状況

　授権株式数は59,200,000株、発行済株式総数は普通株式 　同　　左

15,340,029株であります。

*6 自己株式 *6 自己株式

　当社が保有する自己株式の数は、普通株式 1,034,840株 　当社が保有する自己株式の数は、普通株式 1,189,384株

であります。 であります。

7 保証債務 7 保証債務

　エーアイ出版㈱の下記の取引に対して保証を行っており 　エヌジェーケーテクノ・システム㈱の下記の取引に対し

ます。 て保証を行っております。

　　　　保証額 　　　　保証額

千円 取次店からの返品による支

取次店からの返品による支 払債務が売掛債権を上回っ

払債務が売掛債権を上回っ た場合に生じる支払義務

た場合に生じる支払義務

（当事業年度末現在の支払

債務は発生しておりません）

 8 配当制限  8 配当制限

　商法施行規則第 124条第３号に規定する資産に時価を付 　商法施行規則第 124条第３号に規定する資産に時価を付

したことにより増加した純資産額は 120,335千円でありま したことにより増加した純資産額は 331,586千円でありま

す。 す。

　取引内容

(1) 金融機関からの借入金

(2) 支払債務

その他(流動負債) 1,881

長 期 借 入 金 635,000

合　計

短 期 借 入 金 200,000

330,949

1,437,009

815,000合　計合　計 835,000

短 期 借 入 金

長 期 借 入 金

200,000

615,000

624,738

建 物 372,348

305,555土 地

建 物

土 地

319,183

合　計703,298

1,501,212

未 払 金

その他(流動負債)

234

1,081

21,220

1,513

未 収 入 金 189

売 掛 金

買 掛 金

売 掛 金

買 掛 金

17,239

7,858

未 払 金 550

前 事 業 年 度

平 成 17 年 ３ 月 31 日

当 事 業 年 度

平 成 18 年 ３ 月 31 日

210,400

平成14年3月31日

　支払債務

平成14年3月31日

　取引内容
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（損益計算書関係）

*1 販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する費用のおお *1 販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する費用のおお

よその割合は54％であり、一般管理費に属する費用のおお よその割合は51％であり、一般管理費に属する費用のおお

よその割合は46％であります。また主な費目及び金額は次 よその割合は49％であります。また主な費目及び金額は次

のとおりであります。 のとおりであります。

　役員報酬 千円 　役員報酬 千円

　役員退職慰労金引当金 　役員退職慰労金引当金
　　　　　　　　　繰入額 千円 　　　　　　　　　繰入額 千円

　執行役員退職慰労金 　執行役員退職慰労金
　　　　　　引当金繰入額 千円 　　　　　　引当金繰入額 千円

　従業員給与手当 千円 　従業員給与手当 千円

　従業員賞与 千円 　従業員賞与 千円

　退職給付引当金繰入額 千円 　退職給付引当金繰入額 千円

　法定福利費 千円 　法定福利費 千円

　福利厚生費 千円 　福利厚生費 千円

　賃借料 千円 　賃借料 千円

　支払手数料 千円 　支払手数料 千円

　教育研修費 千円 　教育研修費 千円

　減価償却費 千円 　減価償却費 千円

*2 一般管理費に含まれる研究開発費は82,915千円でありま *2 一般管理費に含まれる研究開発費は 135,075千円であり

す。 ます。

*3 有形固定資産廃棄損の内訳は、次のとおりであります。 *3 有形固定資産廃棄損の内訳は、次のとおりであります。

　建物附属設備 千円 　建物附属設備 千円

　工具器具及び備品 千円 　工具器具及び備品 千円

千円 千円

*4 関係会社に関する事項 *4 関係会社に関する事項

　受取配当金 千円 　受取配当金 千円

 *5 減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しております。

　当社は、事業用資産を管理会計上の営業損益に係る事業

所単位にグループ化しております。

　当事業年度において、減損の兆候が認められる事業用資

産、並びに、将来の具体的使用計画のない遊休資産の帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（ 203,819千円）として特別損失に計上しております。そ

の内訳は、石川県小松市 141,981千円（内、土地63,281千

円、建物77,737千円、その他 963千円）、千葉県我孫子市

61,837千円（内、土地25,394千円、建物36,373千円、その

他68千円）であります。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、

不動産鑑定士による不動産鑑定評価額により評価しており

ます。

（リース取引関係）

　　ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

（有価証券関係）

　　前事業年度（平成17年３月31日現在）、当事業年度（平成18年３月31日現在）のいずれにおいても子会社株式及び関連

　会社株式で時価のあるものはありません。

38,930

前　事　業　年　度

117,859

6,794

3,978

126,641

)至 平成18年３月31日(
自 平成17年４月１日

55,793

118,263

199

68,734

38,506

117,144

176,883180,159

157,658 113,867

150,335

86,409

)( 至 平成17年３月31日
自 平成16年４月１日

226,553

当　事　業　年　度

109,472

822,435

6,456

3,336

818,738

241,325

合　計

47,52547,525

55,208

536

合　計 736

1,207

865

2,072

場所 用途 種類 その他
石川県小松市 事業用施設 土地及び建物等

研修寮施設 土地及び建物 遊休
千葉県我孫子市 事業用施設 土地及び建物等 遊休
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（税効果会計関係）

 ①繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　前 事 業 年 度 　当 事 業 年 度

190,293 千円 216,737 千円

39,040 千円 21,159 千円

329,562 千円 333,813 千円

21,121 千円 23,505 千円

3,246 千円 4,683 千円

21,253 千円 24,551 千円

1,618 千円 1,779 千円

22,269 千円 26,725 千円

20,343 千円 10,909 千円

6,745 千円 7,857 千円

1,953 千円 1,302 千円

107,625 千円 107,625 千円

51,513 千円 - 千円

- 千円 81,282 千円

- 千円 54,347 千円

6,690 千円 5,845 千円

　　小　計 823,277 千円 922,125 千円

△ 160,058 千円 △ 261,106 千円

　　合　計 663,218 千円 661,018 千円

△ 113,781 千円 △ 89,085 千円

△ 82,556 千円 △ 227,487 千円

　　合　計 △ 196,338 千円 △ 316,572 千円

466,880 千円 344,446 千円

　前事業年度及び当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

217,327 千円 248,219 千円

249,552 千円 96,226 千円

- 千円 - 千円

- 千円 - 千円

 ②法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

40.69 ％ 40.69 ％

　（調　　整）

2.74 ％ 0.97 ％

0.02 ％ 0.00 ％

3.51 ％ △ 6.63 ％

7.06 ％ - ％

0.44 ％ - ％

- ％ 10.47 ％

△ 9.27 ％ △ 13.16 ％

7.16 ％ 1.89 ％

0.15 ％ 0.04 ％

△ 0.51 ％ - ％

- ％ 2.18 ％

△ 0.19 ％ △ 0.03 ％

51.80 ％ 36.42 ％

　　 （平成18年３月31日）

繰 延 税 金 資 産

賞 与 引 当 金 繰 入 額

貸 倒 引 当 金 繰 入 限 度 超 過 額

　　 （平成17年３月31日）

繰 延 税 金 資 産 の 純 額

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

役 員 退 職 慰 労 金 引 当 金 繰 入 額

執 行 役 員 退 職 慰 労 金 引 当 金 繰 入 額

未 払 事 業 税

減 価 償 却 費 超 過 額

未 払 法 定 福 利 費

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

関 係 会 社 株 式 評 価 引 当 金 繰 入 額

未 払 事 業 所 税

そ の 他

繰 延 税 金 負 債

プ ロ グ ラ ム 等 準 備 金

関 係 会 社 債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入 額

評 価 性 引 当 額

繰 延 税 金 資 産

繰 延 税 金 資 産

減 損 損 失

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

流動資産　……　繰延税金資産

そ の 他

固定負債　……　繰延税金負債

法 定 実 効 税 率

固定資産　……　繰延税金資産

流動負債　……　繰延税金負債

法 人 税 額 の 特 別 控 除 額

貸 倒 引 当 金

減 損 損 失

繰 延 税 金 資 産 取 崩

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

繰 延 税 金 負 債

税 効 果 会 計 適 用 後 の 法 人 税 等 の 負 担 率

交 際 費 等 永 久 に 損 金 に 算 入 さ れ な い 項 目

損 金 不 算 入 附 帯 税 、 延 滞 税 、 過 怠 税

関 係 会 社 債 務 保 証 損 失 引 当 金

受取配当金等永久に益金に算入されない項目

住 民 税 等 の 均 等 割 等

過 年 度 法 人 税

関 係 会 社 株 式 評 価 引 当 金
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（１株当たり情報）

　　１株当たり純資産額 680円 93銭 　　１株当たり純資産額 690円 19銭

　　１株当たり当期純利益金額   6円 92銭 　　１株当たり当期純利益金額  34円 12銭

　　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   6円 90銭 　　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  33円 91銭

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

１株当たり当期純利益金額

　当期純利益（千円） 100,523 493,668

　普通株主に帰属しない金額（千円） - 10,000

　普通株式に係る当期純利益（千円） 100,523 483,668

　普通株式の期中平均株式数（千株） 14,536 14,177

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

　当期純利益調整額（千円） - -

　普通株式増加数（千株） 42 86

(
自　平成16年４月１日

) ( )至　平成17年３月31日 至　平成18年３月31日

前　事　業　年　度 当　事　業　年　度

自　平成17年４月１日

)

前　事　業　年　度

(
自　平成16年４月１日

)
至　平成17年３月31日

当　事　業　年　度

自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日
(
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（重要な後発事象）

（連結子会社の再編）

　　当社は、平成17年４月20日開催の取締役会において、企業集

　団の財務体質の強化及び事業展開の統合を目的として以下の通

　り連結子会社の再編を行う方針を決議しております。

　①再編の内容

　　　財務体質の改善と、ハードウェアベンダー等で需要のある

　　印刷分野への営業展開を図ることを目的とし、エーアイ出版

　　㈱をエヌジェーケーテクノ・システム㈱に合併させるもので

　　す。

　②再編のスケジュール

　　　合併に先立って、エーアイ出版㈱の無償減資及び当社を割

　　当先とする増資を実施し、借入金の返済と債務超過の解消を

　　図ります。

　　　また、エヌジェーケーテクノ・システム㈱では、現在の資

　　本の状況、合併後の資金計画等を勘案し有償減資を実施しま

　　す。

　　　なお、平成17年５月９日開催のエーアイ出版㈱及びエヌジ

　　ェーケーテクノ・システム㈱の臨時株主総会において、上記

　　増減資は承認可決され、平成17年６月14日にエーアイ出版㈱

　　の無償減資及びエヌジェーケーテクノ・システム㈱の有償減

　　資の効力が発生し、当社は有償減資払戻益 139,277千円を計

　　上しております。

　　　合併は、エヌジェーケーテクノ・システム㈱を存続会社と

　　する吸収合併方式で、合併期日は平成17年10月１日を予定し

　　ており、合併後のエヌジェーケーテクノ・システム㈱に対す

　　る当社持株比率は、 100％となる予定です。

前　事　業　年　度 当　事　業　年　度

(
自 平成17年４月１日

)至　平成18年３月31日(
自　平成16年４月１日

)至　平成17年３月31日
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２．役員の異動 

 

(1) 代表者の異動 

該当事項はありません。 

 

(2) その他の役員の異動 (平成18年6月29日付予定) 

 

① 新任取締役候補 

 

取締役     村 澤 好 信  (現 システム事業本部システム営業統括部長) 

 

取締役     鹿 山 文 昭  (現 ソフトウェアパッケージ事業部営業部長) 

 

② 退任予定取締役 

 

取締役副社長  倉 田 由 次 

 

常務取締役   別 府 宏一郎 

 




